（様式１）
	受付番号
※記載不要
	


特定非営利活動法人地球と未来の環境基金　あて
令和３年度「社会的要請に応える革新的な原子力技術開発支援事業」申請書
	申請者
	法人番号（＊）
	

	
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号

（代表・直通）
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


＊法人番号を付与されている場合には、１３桁の番号記載し、法人番号を付与されていない　

個人事業者等の場合には、記載不要。

（様式２）
	受付番号
※記載不要
	


令和３年度「社会的要請に応える革新的な原子力技術開発支援事業」提案書
	１．事業名

	＊２０字程度を目安として記載。

	２．提案する原子炉技術の概要説明

	＊１００～３００字程度を目安として記載。

	３．提案する原子炉技術の詳細説明

	＊出力、冷却材・減速材、燃料、安全機能、コスト（建設・運転・廃炉）などの情報や技術的説明を記載。

	４．提案する技術を実用化した際に解決する社会的な課題と具体的な達成目標

	＊必須項目として、安全性・信頼性、経済性に関して、解決する社会的な課題と具体的な達成目標を記載。
＊任意でその他１つ以上について解決する社会的な課題（機動性、エネルギーの多目的利用、核不拡散、持続可能性、放射性廃棄物対策等）と具体的な達成目標を記載。

	５．事業の実施内容及び方法

	＊実用化に向けた技術開発計画を策定するために必要な調査・研究について、具体的な実施内容及び方法を記載。
＊実用化に向けた技術開発計画は下記の項目の具体化・定量化を含むものとする。

・実用化した際の効果
・実用化に向けたビジネスプラン（需要、世界的な市場規模などの同定。資金調達、パートナー選定などの戦略策定。）
・技術の実現可能性、技術開発上の課題
・実用化に向けた技術開発計画（技術開発の項目、スケジュール、費用）
・安全評価上、規制上の課題


	６．本事業の実施スケジュール

	＊今年度における５．の実施が月別に分かるように、実施スケジュールを記載。


	７．具体的な技術開発計画の策定・技術開発の実施スケジュール

	＊実用化までの見込みスケジュールについて記載。


	８．事業実績

	＊類似事業の実績（事業名、事業概要、実施年度、発注者等（自主事業の場合はその旨））を記載してください。


	９．実施体制

	＊実施責任者略歴、研究員数等及び実施者の業務内容を記載してください。
＊外注を予定している場合、その内容を記載してください。
＊共同申請やコンソーシアム形式で申請する場合には、各参加団体の実施分担が分かるように記載してください。




	１０．事業費総額（千円）
※記載している費目は例示です。募集要領７－１．補助対象経費の区分に応じて必要経費を記載してください。

※「Ⅰ．人件費」がない場合は、番号を繰り上げてください。

※「Ⅱ．事業費」の内訳は、必要な項目のみ記載してください。

※共同申請やコンソーシアム形式で応募する場合には、各参加団体の事業費総額と事業全体の総額を、それぞれ別々に記載して下さい。
※各経費の詳細についても記載してください。


	Ⅰ．人件費　

	Ⅱ．事業費
①旅費
②会場費
③謝金
④備品費

⑤借料及び損料

⑥消耗品費

⑦印刷製本費

⑧補助員人件費

⑨その他諸経費

	Ⅲ．委託費・外注費

	小計　　　　　　　　　　　　　　　円

	Ⅳ．消費税及び地方消費税　

	総額　　　　　　　　　　　　　　　円


（様式４）
	受付番号

※記載不要
	


特定非営利活動法人地球と未来の環境基金　あて
令和３年度「社会的要請に応える革新的な原子力技術開発支援事業」
	安全保障貿易管理への対応状況

	下記の対応済・未対応・必要なしのいずれかに「○」を記載。

	

	対応済
	関係書類（安全保障貿易に係る輸出管理規程等）を提出

	未対応
	対応完了時期を記載　　　　　　年　　　　月

	
	今後の予定を記載


	必要なし
	その理由を記載


	
	

	
	


（様式５）
	受付番号
※記載不要
	


企業・団体等の概要

	企業・団体名
	

	　　  代表者氏名　
	
	ＵＲＬ
	http://

	本社住所
	〒

	設立年月
	西暦　　　　年　　月
	主 取 引 銀 行
	

	資本金
	百万円
	資 本 系 列
	

	従業員数
	人
	加 盟 協 会
	

	企業・団体の沿革：

	

	

	主要役員（非常勤は役職の前に○印を記す）
	氏　    名
	年令
	役職名
	担当部門
	学 歴 ・ 略 歴

	
	
	才
	
	
	

	
	
	 才
	
	
	

	
	
	 才
	
	
	

	
	
	 才
	
	
	

	主要株主
	株　　主　　名
	持株数
	構成比（％）
	貴社との関係

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	
	
	
	％
	

	事業規模
	従業者数　　　　（人）
	業績（売上）　　（百万円）

	
	前々期末
/　期
	前期末
/　期
	今期末(見込み)

/　期
	前々期末
/　期

	前期末
/　期
	今期末(見込み)

/　期

	
	
	
	
	
	
	

	関 連 企 業
	主要外注先又は仕入先

	
	

	
	

	未記入の理由
	※上記の項目に、外部に出せない情報が含まれる場合には、当該項目を空欄としていただ

	
	いた上で、本項目にその理由を記入してください。

	
	

	
	

	
	


（様式６）

	受付番号
※記載不要
	


コンソーシアムの概要

	代表者企業・団体名
	

	コンソーシアム形式で応募する理由
	

	参加企業・団体数
	

	事

務

局
	所属企業・団体名
	

	
	担当部署名
	

	
	担当者役職
	

	
	担当者氏名
	

	
	担当者 E-mail
	

	
	住所
	〒

	
	ＴＥＬ
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	ＵＲＬ
	http://

	参加企業・団体名
	

	
	

	
	


（様式７）

実施体制（税込み１００万円以上の請負・委託契約）
	事業者名
	住所
	契約金額(税込み)
	業務の範囲

	Ａ（委託先）
	東京都○○区・・・・
	※算用数字を使用し、円単位で表記
	※できる限り詳細に記入のこと

	Ｂ（委託先）
	〃
	〃
	〃

	Ｃ未定（外注先）
	〃
	〃
	〃

	Ｄ（再委託先）
	〃
	記入不要
	〃

	Ｅ未定（再委託先）
	〃
	〃
	〃

	Ｆ（それ以下の委託先）
	〃
	〃
	〃



[image: image1]
【実施体制資料に記載すべき事項】

・事業の遂行に関与する全ての各事業参加者の事業者名及び住所

・契約金額（乙が委託する事業者のみ記載のこと。）

・各事業参加者の行う業務の範囲（具体的かつ明確に記載すること）

・業務の分担関係（委託、再委託等）を示すもの
ただし、次に掲げる事業参加者については記入の必要はない。

・契約金額１００万円未満の契約の相手方

乙





事業者Ａ





事業者Ｂ





事業者Ｃ（未定）





事業者Ｄ





事業者Ｅ（未定）





事業者Ｆ





（委託先）





（再委託先）





（それ以下の委託先）
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